
社　会関西電力グループのサステナビリティ 環　境 ガバナンス

関西電力株式会社関西電力グループ 関西電力送配電株式会社

●自治体避難計画への支援協力 
◆原子力防災に関する取組み
当社の原子力発電所では様々な安全対策を実施していますが、万が一、外部への放射性物質の大量放出を伴うような原子力災害
が発生した場合、周辺地域の皆さまへの放射線の影響を緩和するため、国・地方自治体と連携した対応をおこないます。
これらの活動は災害対策基本法、原子力災害対策特別措置法などに基づくものであり、平常時から国・地方自治体・原子力事業
者それぞれが体制を強化し、原子力安全・防災対策に全力で取り組んでいます。

◆原子力災害発生時の情報連絡
万が一、原子力災害が発生した場合には、当社（原子力事業者）より国や府・県、市・町等にただちに連絡をおこないます。
国、府・県、市・町、および当社は、原子力防災センターに参集し、情報共有や状況に応じた住民防護対策が検討・決定されます。
原子力防災センターにおいて決定された内容は、市や町の原子力災害対策本部より住民の皆さまへ伝達されます。

◆原子力災害発生時の被災者支援活動
●住民の皆さまの避難の際に必要な輸送力の提供

避難行動要支援者を含めた住民の皆さまの避難の際に必要な輸送力として、当社従業員送迎バスや福祉車両の提供、協定を締
結しているヘリや船舶も活用することとしています。

●避難退域時検査における協力体制・対応
UPZ※圏内からの避難者に対する避難退域時検査場所での避難退域時検査について、自治体からの要請に基づき、支援協力とし
て、避難退域時検査要員の派遣並びに検査に必要な資機材（汚染サーベイメータやタイベックスーツ等）の提供をおこないます。

●生活物資等の備蓄・提供
食料品、毛布などの生活物資の備蓄や、放射線防護施設を提供いたします。

　    ※緊急時防護措置を準備する区域

■プラントの安全・安定運転
◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

原子力発電の安全性をたゆまず向上させていくとの強い意志と覚悟のもと、安全最優先で緊張感を持って、細心の注意で運転・保全
に万全を期す。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

◆ ◆ ◆ 目　標 ◆ ◆ ◆

当社は、再稼働させた高浜発電所3、4号機および大飯発電所3、4号機について、今後も安全・安定運転を継続するため、引き続き、
安全最優先で緊張感を持って、運転・保全に万全を期す。

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

●安全を支える基本的な取組み 
◆入念な点検・検査
原子力発電所の安全・安定運転を維持するうえで、現場を担う運転員・保修員の安全・安定運転のため、原子力発電所では日常
的に設備や機器の点検をおこなうとともに、法令に基づき発電所を止めて定期検査をおこなっています。
•定期検査（一定期間ごと）／設備の状態に関するデータなどを評価して、各設備の特性に応じた点検内容や頻度を定めて点検や

修理を実施しています。

◆運転員・保修員等の発電所要員の教育・訓練
原子力発電の安全・安定運転を維持するうえで、現場を担う運転員・保修員等の発電所要員の技術力の向上を図ることは大変重
要です。このため定期的に教育や訓練を社内外で実施しています。
•日常の業務を通じて実務訓練をおこないます。
•運転員は通常の運転操作や故障の際の対応などをシミュレータを使って定期的に確認します。
•保修員等は、原子力研修センターで発電所と同様の機器を使って点検作業などの訓練をおこないます。

◆放射性物質を閉じ込める5重の壁
原子力発電所では、ウラン燃料の核分裂に伴い、放射性物質が発生します。この放射性物質はペレット、被覆管、原子力圧力容器、
原子力格納容器、外部遮へい壁の5重の壁で、建物の中に閉じ込める仕組みになっています。

◆多重防護システム
原子力発電所では、機器の故障や操作ミスを防ぐ設計としており、万が一異常が発生した場合でも原子炉をただちに停止し、さ
らに原子炉を冷やし、放射性物質を閉じ込めます。

◆原子炉を冷却する方法について
原子力発電所が停止したあとは、電動の余熱除去ポンプで冷却器を使って1次系の水を冷却します。また、万が一、電源がすべて
なくなった場合でも、蒸気の力で動くタービン動補助給水ポンプにより蒸気発生器へ水を供給し、1次系の水を冷却します。

●様々なリスクへ備える安全対策 
◆安全性・信頼性の更なる向上のために
新規制基準では、福島第一原子力発電所の事故を教訓として、地震・津波への対策に加え、同様の事故を防ぐべく設計基準を強
化されおり、自然災害が多い日本の特徴を踏まえ、考慮する自然現象は地震、津波のほか火山・竜巻・森林火災など広範囲にわたっ
ています。当社では新規制基準に基づいて許認可を受けた発電所に関し、シビアアクシデントへの対応工事、地震や津波、竜巻、
火災等への対策工事を着実に推進するとともに、自主的な取組みにより、プラントの安全性を向上させています。

●万が一の重大事故に備えた技術力の向上と体制の整備 
◆国や自治体等と連携する原子力防災訓練
原子力発電所、原子力事業本部ならびに本店などをはじめ、国や自治体、メーカ、協力会社等と連携した原子力防災訓練をおこなっ
ています。当社においては、過酷な条件を想定し、訓練参加者に訓練シナリオを事前に開示しないブラインド形式で総合的な訓
練を実施しています。日ごろから個別に実施している送水車や可搬式代替低圧注水ポンプなどを用いた事故収束活動の実効性や
各対策本部における情報連絡体制の確認など、実践的かつ総合的に検証、確認することにより、緊急時対応能力の強化を図って
います。

◆それぞれの役割に応じた教育・訓練
万が一の重大事故が発生した場合に備え、指揮者や運転員など、それぞれの役割に応じた、必要な教育や訓練を繰り返しおこない、
重大事故への対応能力や技術力の維持・向上を図っています。 重大事故対応に係る教育や訓練の種類、対象者を福島第一原子力事
故直後よりも拡充し、重大事故時のプラント挙動等を学ぶ机上教育の受講者数（延べ人数）や、重大事故対応手順等の習熟訓練の
回数を大幅に増加させています。

●対応体制の構築 
◆休日・夜間の対応体制の充実
福島第一原子力発電所事故の知見等を踏まえ、高浜3、4号機、大飯3、4号機において、発電所構内に初動対応をおこなう要員を
24時間常駐し、事故発生から６時間以内に事故対応をおこなう要員を召集できる体制を構築しています。

◆原子力緊急事態支援センターの充実
原子力事業者が協力して整備してきた原子力緊急事態支援センター（福井県美浜町）は、2016年12月に本格運用を開始し、多様
かつ高度な災害対応をおこなうための遠隔操作資機材の拡充や各事業者の要員の訓練をおこなっています。また、緊急時には、
これらの資機材を発災発電所に向けて搬送し、発災発電所構内で発災事業者と協業して作業者の被ばくを可能な限り低減するた
めに遠隔操作資機材による支援活動を実施します。

◆原子力事業者間の協力
原子力事業を進めていくにあたって、事業者間の自主的な協力関係を拡大することにより、原子力の安全性・信頼性のさらなる
向上を図っています。
●西日本5社の相互協力協定

2016年4月22日、当社、中国電力株式会社、四国電力株式会社、九州電力株式会社の4社による原子力事業における相互協力
に係る協定を締結。2016年8月5日には北陸電力株式会社が参加し、5社による相互協力協定を締結しました。
この協定により、5社の地理的な近接性を活かして、万が一、原子力災害が発生した場合の協力要員の派遣や資機材の提供など
を実施するなど、原子力災害時の対応の充実を目的としています。また、廃止措置を安全かつ円滑に進めるための取組みや特
定重大事故等対処施設設置にかかる対応等についても相互協力をおこない、原子力の安全性・信頼性のさらなる向上を図る活
動をおこなっています。

●加圧水型原子炉（PWR）電力4社の技術協力協定
2016年10月19日に、同じ加圧水型の原子力発電所を保有する北海道電力株式会社、当社、四国電力株式会社、九州電力株式
会社の4社による技術協力協定を締結しました。この協定により、PWRを保有する事業者として、発電所の運転管理等に係る
海外知見・ノウハウの共有、既設炉の更なる安全性向上に向けた新技術の調査・検討の推進といった内容について、技術的な
協力をおこなっています。

　人材開発

■ 「人財力」改革に向けた育成施策 ■
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◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

●関西電力グループアカデミーについて 
「人を大切にする経営」という当社グループの理念とともに、「厳しい競争環境で勝ち抜く人材の育成が不可欠である」という会社の
思いを具現化するものとして、2018年に「関西電力グループアカデミー」を設立し、当社の研修や育成制度を体系化しました。

●育成方針について 
関西電力グループアカデミーでは、従業員一人ひとりが成長意欲や挑戦意欲をもって活き活きと活躍し、高い生産性や成長に繋がる
ような能力伸長施策を展開していきます。
具体的には、安全最優先やCSRの全うといった意識の醸成・行動の変容につながる研修等の実施に加えて、個々人の強みの更なる伸
長や啓発点の改善・克服を図るための制度の運用、更には専門技術の確実な継承やデジタル技術を活用した生産性向上・付加価値創
出を推進するための育成施策を実施していきます。

◆ ◆ ◆ 目　標 ◆ ◆ ◆

●めざすべき「人財力」 
当社グループが持続的成長を果たすために従業員が備えるべき特性を「人財力」として策定しています。

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

●「人財力」改革に向けた育成施策 
関西電力グループアカデミーを通じた育成施策として、階層別研修や事業の専門性を高めるための専門研修、経営幹部候補育成研修
等を実施し、従業員の能力向上やキャリア形成を支援しています。また、人事評価制度、社内公募制度も取り入れており、従業員が「成
長意欲」や「やる気・やりがい」をより一層高められるようにしています。

◆研修・育成制度の内容

◆次世代リーダー育成ー幹部候補育成
変革を牽引していく次世代リーダーを早期かつ計画的に
育成していくために、社外研修プログラムを取り入れて
います。従来の業務の枠を超えて、異業種との接点を組
み込むとともに、常に経営戦略とリンクしたカリキュラ
ムを実施しています。

◆DX人材の育成ー競争力の源泉となる専門性の強化
デジタルトランスフォーメーション（DX）の実現に向け、デジタル技術を活用した生産性向上・付加価値創出の取組みを推進
する、部門のキーマンとなるDX人材を育成しています。具体的には、K４Digital（株）・各部門での実務を通じたOJTや「デー
タ分析基礎研修」「可視化ツール活用研修」等を実施しています。

◆自己成長支援
従業員一人ひとりが、自らの能力開発に意欲を持ち、自律的に挑戦する機会として、さまざまな制度を整えています。
•主な支援制度

◆社内公募型の仕組みの導入（e-チャレンジ制度）
従業員が、高いモチベーションのもと、これまで以上に能力を最大限発揮できるよう、個々人の自律的なキャリア形成を支援し、
多様なキャリアやフィールドにチャレンジできる社内公募型の仕組みを導入しています。

◆人事評価制度
従業員が「成長意欲」や「やる気・やりがい」をより一層高められるよう、従業員一人ひ
とりの「能力」や会社業績への「貢献度」をきめ細かく評価し、賃金等に反映する仕組み
を整えています。
また、研修や異動、評価といった一連のプロセスを通じて、個々人の能力や資質を把握（発
掘）することで、全従業員がさまざまなフィールドで最大限に活躍できるよう取り組ん
でいます。

●関連データ 

学長
（社長）

アカデミー事務局
人財・安全推進室
人財育成グループ

学部長 学部長※2※1 ※3学部長

全員対象
事業人材育成

学部

全員対象
基盤人材育成

学部

全員対象

基盤スキルの習得

専門スキル（G本社）の習得

経営理念の浸透

安全最優先

CSRの実践

経営スキルの習得

グループ経営理念
学部

選 抜
次世代リーダー育成

学部

※2学部長

専門知識・技能の習得

マネジメント力 リーダーシップ

経営企画 エネルギー環境企画

電力需給・取引推進 地域エネルギー

調　達 再生可能エネルギー

原子燃料サイクル 広　報

人事・労務 経　理

立　地 総　務

燃　料 研究開発

経営監査

思考力 コミュニケーション力

レジリエンス 品質管理

工務部門

プレゼンテーション力

論理的思考力

課題達成力

経営知識

意思決定力

経営者の視座・視野
系統運用部門
配電部門

託送営業部門
用地部門
営業部門
原子力部門
火力部門
水力部門

情報通信部門
土木部門
建築部門
国際部門
ガス部門

※1：経営企画室担当役員　※2：人財・安全推進室担当役員　※3：各事業部門長・関西電力送配電（株） 社長
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•定期検査（一定期間ごと）／設備の状態に関するデータなどを評価して、各設備の特性に応じた点検内容や頻度を定めて点検や

修理を実施しています。

◆運転員・保修員等の発電所要員の教育・訓練
原子力発電の安全・安定運転を維持するうえで、現場を担う運転員・保修員等の発電所要員の技術力の向上を図ることは大変重
要です。このため定期的に教育や訓練を社内外で実施しています。
•日常の業務を通じて実務訓練をおこないます。
•運転員は通常の運転操作や故障の際の対応などをシミュレータを使って定期的に確認します。
•保修員等は、原子力研修センターで発電所と同様の機器を使って点検作業などの訓練をおこないます。

◆放射性物質を閉じ込める5重の壁
原子力発電所では、ウラン燃料の核分裂に伴い、放射性物質が発生します。この放射性物質はペレット、被覆管、原子力圧力容器、
原子力格納容器、外部遮へい壁の5重の壁で、建物の中に閉じ込める仕組みになっています。

◆多重防護システム
原子力発電所では、機器の故障や操作ミスを防ぐ設計としており、万が一異常が発生した場合でも原子炉をただちに停止し、さ
らに原子炉を冷やし、放射性物質を閉じ込めます。

◆原子炉を冷却する方法について
原子力発電所が停止したあとは、電動の余熱除去ポンプで冷却器を使って1次系の水を冷却します。また、万が一、電源がすべて
なくなった場合でも、蒸気の力で動くタービン動補助給水ポンプにより蒸気発生器へ水を供給し、1次系の水を冷却します。

●様々なリスクへ備える安全対策 
◆安全性・信頼性の更なる向上のために
新規制基準では、福島第一原子力発電所の事故を教訓として、地震・津波への対策に加え、同様の事故を防ぐべく設計基準を強
化されおり、自然災害が多い日本の特徴を踏まえ、考慮する自然現象は地震、津波のほか火山・竜巻・森林火災など広範囲にわたっ
ています。当社では新規制基準に基づいて許認可を受けた発電所に関し、シビアアクシデントへの対応工事、地震や津波、竜巻、
火災等への対策工事を着実に推進するとともに、自主的な取組みにより、プラントの安全性を向上させています。

●万が一の重大事故に備えた技術力の向上と体制の整備 
◆国や自治体等と連携する原子力防災訓練
原子力発電所、原子力事業本部ならびに本店などをはじめ、国や自治体、メーカ、協力会社等と連携した原子力防災訓練をおこなっ
ています。当社においては、過酷な条件を想定し、訓練参加者に訓練シナリオを事前に開示しないブラインド形式で総合的な訓
練を実施しています。日ごろから個別に実施している送水車や可搬式代替低圧注水ポンプなどを用いた事故収束活動の実効性や
各対策本部における情報連絡体制の確認など、実践的かつ総合的に検証、確認することにより、緊急時対応能力の強化を図って
います。

◆それぞれの役割に応じた教育・訓練
万が一の重大事故が発生した場合に備え、指揮者や運転員など、それぞれの役割に応じた、必要な教育や訓練を繰り返しおこない、
重大事故への対応能力や技術力の維持・向上を図っています。 重大事故対応に係る教育や訓練の種類、対象者を福島第一原子力事
故直後よりも拡充し、重大事故時のプラント挙動等を学ぶ机上教育の受講者数（延べ人数）や、重大事故対応手順等の習熟訓練の
回数を大幅に増加させています。

●対応体制の構築 
◆休日・夜間の対応体制の充実
福島第一原子力発電所事故の知見等を踏まえ、高浜3、4号機、大飯3、4号機において、発電所構内に初動対応をおこなう要員を
24時間常駐し、事故発生から６時間以内に事故対応をおこなう要員を召集できる体制を構築しています。

◆原子力緊急事態支援センターの充実
原子力事業者が協力して整備してきた原子力緊急事態支援センター（福井県美浜町）は、2016年12月に本格運用を開始し、多様
かつ高度な災害対応をおこなうための遠隔操作資機材の拡充や各事業者の要員の訓練をおこなっています。また、緊急時には、
これらの資機材を発災発電所に向けて搬送し、発災発電所構内で発災事業者と協業して作業者の被ばくを可能な限り低減するた
めに遠隔操作資機材による支援活動を実施します。

◆原子力事業者間の協力
原子力事業を進めていくにあたって、事業者間の自主的な協力関係を拡大することにより、原子力の安全性・信頼性のさらなる
向上を図っています。
●西日本5社の相互協力協定

2016年4月22日、当社、中国電力株式会社、四国電力株式会社、九州電力株式会社の4社による原子力事業における相互協力
に係る協定を締結。2016年8月5日には北陸電力株式会社が参加し、5社による相互協力協定を締結しました。
この協定により、5社の地理的な近接性を活かして、万が一、原子力災害が発生した場合の協力要員の派遣や資機材の提供など
を実施するなど、原子力災害時の対応の充実を目的としています。また、廃止措置を安全かつ円滑に進めるための取組みや特
定重大事故等対処施設設置にかかる対応等についても相互協力をおこない、原子力の安全性・信頼性のさらなる向上を図る活
動をおこなっています。

●加圧水型原子炉（PWR）電力4社の技術協力協定
2016年10月19日に、同じ加圧水型の原子力発電所を保有する北海道電力株式会社、当社、四国電力株式会社、九州電力株式
会社の4社による技術協力協定を締結しました。この協定により、PWRを保有する事業者として、発電所の運転管理等に係る
海外知見・ノウハウの共有、既設炉の更なる安全性向上に向けた新技術の調査・検討の推進といった内容について、技術的な
協力をおこなっています。

　人材開発

■ 「人財力」改革に向けた育成施策 ■
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

●関西電力グループアカデミーについて 
「人を大切にする経営」という当社グループの理念とともに、「厳しい競争環境で勝ち抜く人材の育成が不可欠である」という会社の
思いを具現化するものとして、2018年に「関西電力グループアカデミー」を設立し、当社の研修や育成制度を体系化しました。

●育成方針について 
関西電力グループアカデミーでは、従業員一人ひとりが成長意欲や挑戦意欲をもって活き活きと活躍し、高い生産性や成長に繋がる
ような能力伸長施策を展開していきます。
具体的には、安全最優先やCSRの全うといった意識の醸成・行動の変容につながる研修等の実施に加えて、個々人の強みの更なる伸
長や啓発点の改善・克服を図るための制度の運用、更には専門技術の確実な継承やデジタル技術を活用した生産性向上・付加価値創
出を推進するための育成施策を実施していきます。

◆ ◆ ◆ 目　標 ◆ ◆ ◆

●めざすべき「人財力」 
当社グループが持続的成長を果たすために従業員が備えるべき特性を「人財力」として策定しています。

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

●「人財力」改革に向けた育成施策 
関西電力グループアカデミーを通じた育成施策として、階層別研修や事業の専門性を高めるための専門研修、経営幹部候補育成研修
等を実施し、従業員の能力向上やキャリア形成を支援しています。また、人事評価制度、社内公募制度も取り入れており、従業員が「成
長意欲」や「やる気・やりがい」をより一層高められるようにしています。

◆研修・育成制度の内容

◆次世代リーダー育成ー幹部候補育成
変革を牽引していく次世代リーダーを早期かつ計画的に
育成していくために、社外研修プログラムを取り入れて
います。従来の業務の枠を超えて、異業種との接点を組
み込むとともに、常に経営戦略とリンクしたカリキュラ
ムを実施しています。

◆DX人材の育成ー競争力の源泉となる専門性の強化
デジタルトランスフォーメーション（DX）の実現に向け、デジタル技術を活用した生産性向上・付加価値創出の取組みを推進
する、部門のキーマンとなるDX人材を育成しています。具体的には、K４Digital（株）・各部門での実務を通じたOJTや「デー
タ分析基礎研修」「可視化ツール活用研修」等を実施しています。

◆自己成長支援
従業員一人ひとりが、自らの能力開発に意欲を持ち、自律的に挑戦する機会として、さまざまな制度を整えています。
•主な支援制度

◆社内公募型の仕組みの導入（e-チャレンジ制度）
従業員が、高いモチベーションのもと、これまで以上に能力を最大限発揮できるよう、個々人の自律的なキャリア形成を支援し、
多様なキャリアやフィールドにチャレンジできる社内公募型の仕組みを導入しています。

◆人事評価制度
従業員が「成長意欲」や「やる気・やりがい」をより一層高められるよう、従業員一人ひ
とりの「能力」や会社業績への「貢献度」をきめ細かく評価し、賃金等に反映する仕組み
を整えています。
また、研修や異動、評価といった一連のプロセスを通じて、個々人の能力や資質を把握（発
掘）することで、全従業員がさまざまなフィールドで最大限に活躍できるよう取り組ん
でいます。

●関連データ 

担当者

基礎段階 応用段階 上級段階
役職者

階層別
研修

経営幹部候補
育成研修

専門研修

成長支援

選択式研修

部門別教育（技能研修／業務知識研修／専門理論研修）

・社内検定・合格祝金・チャレンジ研修・社外通信教育・eラーニングなど

選択式研修

新入
社員 Ⅰ Ⅱ Ⅱフォロー フォローⅢ ⅢⅠ

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

35,522人

総受講者数

組織のパフォーマンスを引き出すため
のマネジメント力強化を図る研修を
実施しています。

期待される役割や能力を発揮できる
ようアクティブ・ラーニングを中心とし
た研修を実施しています。

専門知識・技能の確実な継承と
向上に向け、数百にわたる専門
研修を実施しています。個人ご
との専門スキルの習得目標およ
び習得状況を明確化し、計画的
に育成しています。

個々人の強み・啓発点を選択式研修
で補完し、早期育成を図っています。

論理的思考力
プレゼン
テーション力

経営知識
課題達成力

経営者と
しての
視座・視野

経営知識
  経営戦略、
  マーケ
  ティング等（ ）

企業として成長し続け、
「お客さまに選ばれ続

ける」ための、徹底した
「お客さま志向」

お客さまと社会からの
信頼の土台となる、高
い「モラル・使命感」

競争や未知の領域へ、
新たな発想で「挑む。」、
不屈の「チャレンジ精神」

「技術力」や「Speciality
（強み・専門性）」を背景

に力強く活躍できる強
い個としての「自立力」

ど ん な 困 難 な 仕 事 で
あっても、自分事として
考え、周囲と協働しなが
らスピード感を持って最
後までやりぬく「実行力」

実行力
Execution

自立力
Self-Reliance

チャレンジ精神
Challenge

モラル・使命感
Moral & Mission

お客さま志向
For Customer
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社　会関西電力グループのサステナビリティ 環　境 ガバナンス

関西電力株式会社関西電力グループ 関西電力送配電株式会社

●自治体避難計画への支援協力 
◆原子力防災に関する取組み
当社の原子力発電所では様々な安全対策を実施していますが、万が一、外部への放射性物質の大量放出を伴うような原子力災害
が発生した場合、周辺地域の皆さまへの放射線の影響を緩和するため、国・地方自治体と連携した対応をおこないます。
これらの活動は災害対策基本法、原子力災害対策特別措置法などに基づくものであり、平常時から国・地方自治体・原子力事業
者それぞれが体制を強化し、原子力安全・防災対策に全力で取り組んでいます。

◆原子力災害発生時の情報連絡
万が一、原子力災害が発生した場合には、当社（原子力事業者）より国や府・県、市・町等にただちに連絡をおこないます。
国、府・県、市・町、および当社は、原子力防災センターに参集し、情報共有や状況に応じた住民防護対策が検討・決定されます。
原子力防災センターにおいて決定された内容は、市や町の原子力災害対策本部より住民の皆さまへ伝達されます。

◆原子力災害発生時の被災者支援活動
●住民の皆さまの避難の際に必要な輸送力の提供

避難行動要支援者を含めた住民の皆さまの避難の際に必要な輸送力として、当社従業員送迎バスや福祉車両の提供、協定を締
結しているヘリや船舶も活用することとしています。

●避難退域時検査における協力体制・対応
UPZ※圏内からの避難者に対する避難退域時検査場所での避難退域時検査について、自治体からの要請に基づき、支援協力とし
て、避難退域時検査要員の派遣並びに検査に必要な資機材（汚染サーベイメータやタイベックスーツ等）の提供をおこないます。

●生活物資等の備蓄・提供
食料品、毛布などの生活物資の備蓄や、放射線防護施設を提供いたします。

　    ※緊急時防護措置を準備する区域

■プラントの安全・安定運転
◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

原子力発電の安全性をたゆまず向上させていくとの強い意志と覚悟のもと、安全最優先で緊張感を持って、細心の注意で運転・保全
に万全を期す。

◆ ◆ ◆ 体　制 ◆ ◆ ◆

◆ ◆ ◆ 目　標 ◆ ◆ ◆

当社は、再稼働させた高浜発電所3、4号機および大飯発電所3、4号機について、今後も安全・安定運転を継続するため、引き続き、
安全最優先で緊張感を持って、運転・保全に万全を期す。

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

●安全を支える基本的な取組み 
◆入念な点検・検査
原子力発電所の安全・安定運転を維持するうえで、現場を担う運転員・保修員の安全・安定運転のため、原子力発電所では日常
的に設備や機器の点検をおこなうとともに、法令に基づき発電所を止めて定期検査をおこなっています。
•定期検査（一定期間ごと）／設備の状態に関するデータなどを評価して、各設備の特性に応じた点検内容や頻度を定めて点検や

修理を実施しています。

◆運転員・保修員等の発電所要員の教育・訓練
原子力発電の安全・安定運転を維持するうえで、現場を担う運転員・保修員等の発電所要員の技術力の向上を図ることは大変重
要です。このため定期的に教育や訓練を社内外で実施しています。
•日常の業務を通じて実務訓練をおこないます。
•運転員は通常の運転操作や故障の際の対応などをシミュレータを使って定期的に確認します。
•保修員等は、原子力研修センターで発電所と同様の機器を使って点検作業などの訓練をおこないます。

◆放射性物質を閉じ込める5重の壁
原子力発電所では、ウラン燃料の核分裂に伴い、放射性物質が発生します。この放射性物質はペレット、被覆管、原子力圧力容器、
原子力格納容器、外部遮へい壁の5重の壁で、建物の中に閉じ込める仕組みになっています。

◆多重防護システム
原子力発電所では、機器の故障や操作ミスを防ぐ設計としており、万が一異常が発生した場合でも原子炉をただちに停止し、さ
らに原子炉を冷やし、放射性物質を閉じ込めます。

◆原子炉を冷却する方法について
原子力発電所が停止したあとは、電動の余熱除去ポンプで冷却器を使って1次系の水を冷却します。また、万が一、電源がすべて
なくなった場合でも、蒸気の力で動くタービン動補助給水ポンプにより蒸気発生器へ水を供給し、1次系の水を冷却します。

●様々なリスクへ備える安全対策 
◆安全性・信頼性の更なる向上のために
新規制基準では、福島第一原子力発電所の事故を教訓として、地震・津波への対策に加え、同様の事故を防ぐべく設計基準を強
化されおり、自然災害が多い日本の特徴を踏まえ、考慮する自然現象は地震、津波のほか火山・竜巻・森林火災など広範囲にわたっ
ています。当社では新規制基準に基づいて許認可を受けた発電所に関し、シビアアクシデントへの対応工事、地震や津波、竜巻、
火災等への対策工事を着実に推進するとともに、自主的な取組みにより、プラントの安全性を向上させています。

●万が一の重大事故に備えた技術力の向上と体制の整備 
◆国や自治体等と連携する原子力防災訓練
原子力発電所、原子力事業本部ならびに本店などをはじめ、国や自治体、メーカ、協力会社等と連携した原子力防災訓練をおこなっ
ています。当社においては、過酷な条件を想定し、訓練参加者に訓練シナリオを事前に開示しないブラインド形式で総合的な訓
練を実施しています。日ごろから個別に実施している送水車や可搬式代替低圧注水ポンプなどを用いた事故収束活動の実効性や
各対策本部における情報連絡体制の確認など、実践的かつ総合的に検証、確認することにより、緊急時対応能力の強化を図って
います。

◆それぞれの役割に応じた教育・訓練
万が一の重大事故が発生した場合に備え、指揮者や運転員など、それぞれの役割に応じた、必要な教育や訓練を繰り返しおこない、
重大事故への対応能力や技術力の維持・向上を図っています。 重大事故対応に係る教育や訓練の種類、対象者を福島第一原子力事
故直後よりも拡充し、重大事故時のプラント挙動等を学ぶ机上教育の受講者数（延べ人数）や、重大事故対応手順等の習熟訓練の
回数を大幅に増加させています。

●対応体制の構築 
◆休日・夜間の対応体制の充実
福島第一原子力発電所事故の知見等を踏まえ、高浜3、4号機、大飯3、4号機において、発電所構内に初動対応をおこなう要員を
24時間常駐し、事故発生から６時間以内に事故対応をおこなう要員を召集できる体制を構築しています。

◆原子力緊急事態支援センターの充実
原子力事業者が協力して整備してきた原子力緊急事態支援センター（福井県美浜町）は、2016年12月に本格運用を開始し、多様
かつ高度な災害対応をおこなうための遠隔操作資機材の拡充や各事業者の要員の訓練をおこなっています。また、緊急時には、
これらの資機材を発災発電所に向けて搬送し、発災発電所構内で発災事業者と協業して作業者の被ばくを可能な限り低減するた
めに遠隔操作資機材による支援活動を実施します。

◆原子力事業者間の協力
原子力事業を進めていくにあたって、事業者間の自主的な協力関係を拡大することにより、原子力の安全性・信頼性のさらなる
向上を図っています。
●西日本5社の相互協力協定

2016年4月22日、当社、中国電力株式会社、四国電力株式会社、九州電力株式会社の4社による原子力事業における相互協力
に係る協定を締結。2016年8月5日には北陸電力株式会社が参加し、5社による相互協力協定を締結しました。
この協定により、5社の地理的な近接性を活かして、万が一、原子力災害が発生した場合の協力要員の派遣や資機材の提供など
を実施するなど、原子力災害時の対応の充実を目的としています。また、廃止措置を安全かつ円滑に進めるための取組みや特
定重大事故等対処施設設置にかかる対応等についても相互協力をおこない、原子力の安全性・信頼性のさらなる向上を図る活
動をおこなっています。

●加圧水型原子炉（PWR）電力4社の技術協力協定
2016年10月19日に、同じ加圧水型の原子力発電所を保有する北海道電力株式会社、当社、四国電力株式会社、九州電力株式
会社の4社による技術協力協定を締結しました。この協定により、PWRを保有する事業者として、発電所の運転管理等に係る
海外知見・ノウハウの共有、既設炉の更なる安全性向上に向けた新技術の調査・検討の推進といった内容について、技術的な
協力をおこなっています。

　人材開発

■ 「人財力」改革に向けた育成施策 ■
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

◆ ◆ ◆ 方針・考え方 ◆ ◆ ◆

●関西電力グループアカデミーについて 
「人を大切にする経営」という当社グループの理念とともに、「厳しい競争環境で勝ち抜く人材の育成が不可欠である」という会社の
思いを具現化するものとして、2018年に「関西電力グループアカデミー」を設立し、当社の研修や育成制度を体系化しました。

●育成方針について 
関西電力グループアカデミーでは、従業員一人ひとりが成長意欲や挑戦意欲をもって活き活きと活躍し、高い生産性や成長に繋がる
ような能力伸長施策を展開していきます。
具体的には、安全最優先やCSRの全うといった意識の醸成・行動の変容につながる研修等の実施に加えて、個々人の強みの更なる伸
長や啓発点の改善・克服を図るための制度の運用、更には専門技術の確実な継承やデジタル技術を活用した生産性向上・付加価値創
出を推進するための育成施策を実施していきます。

◆ ◆ ◆ 目　標 ◆ ◆ ◆

●めざすべき「人財力」 
当社グループが持続的成長を果たすために従業員が備えるべき特性を「人財力」として策定しています。

◆ ◆ ◆ 取組み ◆ ◆ ◆

●「人財力」改革に向けた育成施策 
関西電力グループアカデミーを通じた育成施策として、階層別研修や事業の専門性を高めるための専門研修、経営幹部候補育成研修
等を実施し、従業員の能力向上やキャリア形成を支援しています。また、人事評価制度、社内公募制度も取り入れており、従業員が「成
長意欲」や「やる気・やりがい」をより一層高められるようにしています。

◆研修・育成制度の内容

◆次世代リーダー育成ー幹部候補育成
変革を牽引していく次世代リーダーを早期かつ計画的に
育成していくために、社外研修プログラムを取り入れて
います。従来の業務の枠を超えて、異業種との接点を組
み込むとともに、常に経営戦略とリンクしたカリキュラ
ムを実施しています。

◆DX人材の育成ー競争力の源泉となる専門性の強化
デジタルトランスフォーメーション（DX）の実現に向け、デジタル技術を活用した生産性向上・付加価値創出の取組みを推進
する、部門のキーマンとなるDX人材を育成しています。具体的には、K４Digital（株）・各部門での実務を通じたOJTや「デー
タ分析基礎研修」「可視化ツール活用研修」等を実施しています。

◆自己成長支援
従業員一人ひとりが、自らの能力開発に意欲を持ち、自律的に挑戦する機会として、さまざまな制度を整えています。
•主な支援制度

◆社内公募型の仕組みの導入（e-チャレンジ制度）
従業員が、高いモチベーションのもと、これまで以上に能力を最大限発揮できるよう、個々人の自律的なキャリア形成を支援し、
多様なキャリアやフィールドにチャレンジできる社内公募型の仕組みを導入しています。

◆人事評価制度
従業員が「成長意欲」や「やる気・やりがい」をより一層高められるよう、従業員一人ひ
とりの「能力」や会社業績への「貢献度」をきめ細かく評価し、賃金等に反映する仕組み
を整えています。
また、研修や異動、評価といった一連のプロセスを通じて、個々人の能力や資質を把握（発
掘）することで、全従業員がさまざまなフィールドで最大限に活躍できるよう取り組ん
でいます。

●関連データ 

キャリアチャレンジ 様々なキャリアに、新たにモチベーション高くチャレンジする人材を発掘・育成する
（グローバルビジネス、新ビジネス創造等）

デュアルワークチャレンジ 本来の従事業務に加え、就業時間の一部を用いて他業務（特定のプロジェクト業務等）にも従事する

合格祝金制度 業務との関連性が高い資格取得の奨励のため、会社指定の国家試験等の合格者に祝金を贈呈する制度
※ 会社指定の重要資格の早期取得者に対しては合格祝金を増額して贈呈

チャレンジ研修 日常の業務では得がたい幅広い分野の視野の拡大に自発的に取り組む従業員を支援するための応募型研修

社外通信教育 業務遂行能力の開発や教養を高めることを目的とした通信教育やeラーニングの定期的慫慂

研修・異動・
評価が一体と
なった有機的な
人事運用

異動発掘

研修

評価

研修受講者数（延べ）

従業員一人あたり教育時間

養成費総額

従業員一人あたり養成費

40,893人

ー

1,705（百万円）

ー

2018/3

36,551人

ー

1,598（百万円）

ー

2019/3

35,522人

36.3時間

1,738（百万円）

86,300円

2020/3

単体

単体

単体

単体
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